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 DP 開始時を起点とし、「開始時」、DP 開始 1 年後、DP 開始 2 年後、
DP開始 3年後の就労状況についても後方視的に調査を行った。就労状況
の調査では、「就労者」と「未就労者」の 2 群に分類した。DP 開始時か
ら 3年後時点における就労形態を就労者と未就労者に分け、各群における
就労期間も調査した。 
 統計解析は、DP 開始時と終了後 3年時点それぞれにおいて、性別、教
育年数、IQ、AQ 得点、DP 開始時年齢を、t 検定により就労者と就労準
備者で比較した。性別についてはカイ 2 乗検定を用いて群間比較を行った。
p値が 0.05未満を有意水準とした。 
 対象者 153名（男性 128名、女性 25名）、DP開始時の平均年齢 30.3±8.6
歳、平均教育年数 14.5±2.3 年、FIQ 平均値 102.1±15.9、AQ 得点平均値
34.8±6.9、当院外来への平均通院年数 5.9年、過去に精神科受診歴がある
もの 98 名、入院歴があるもの 26 名、併存性疾患があるもの 11名、家族
歴に精神科負因があるもの 15 名、当院外来受診前に診断病名があるもの
95名であった。 





 DP 終了後 3 年時点で就労していたものは 80 名で、そのうち 3 年間就
労を継続したものが 36名、1 年目に就労したものが 11 名、2 年目に就労
したものが 13 名、3 年目に就労したもの 20名であった。それに対して 3
年後に未就労者であったものは 73 名で、3 年間未就労を継続したものは
69名であった。 




 本研究では、ASD に特化した専門の DP の利用が就職の促進と離職率
の低下につながり、患者の社会的予後が改善し得ることが示唆された。 
